
第６６号 にししん景況レポート ２０２６年４月～６月期  特別調査 の結果 

「中小企業における価格転嫁について」 

 
 
 

１. 近年、取引条件の適正化を促進する政策的な動きが活発化しています。貴社では、ここ数年（2020年ごろから）の原材
料・仕入価格の上昇分を、どの程度販売価格に転嫁できていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 貴社では、ここ数年（2020年ごろから）の労務費・人件費の上昇分を、どの程度販売価格に転嫁できていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 貴社が取引先（販売先）との円滑な価格交渉・価格転嫁を進めるために、重視している取組みは何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４. 貴社が価格転嫁を進めるうえでの課題は何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 今後、貴社が円滑な価格交渉・価格転嫁を進める上で、行政に重視してほしいと感じる取組みはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


